申　立　書
　旅館業法第３条第１項の規定により許可申請する予定の下記営業施設については、建築基準法上の「旅館」としての措置が不要な建築物であるため、建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済証に記載される用途は「　　　　　」となっています。
なお、　　年　　月　　日に、別紙「建築基準法の建築確認に係る確認項目一覧」に記載の内容により、当該建築物は建築基準法上「旅館」として扱わない条件※に該当する旨、　　　　　　　　　　　　　　課（建築指導部局）へ確認済みです。
※　建築基準法上「旅館」として扱わない条件は、次のすべてに該当する場合である。

　　・住宅の一部を農家民宿等（「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律」第２条第５項該当施設）として利用すること

　　・客室の床面積の合計が33m2未満であること

　　・各客室から直接外部に容易に避難できる等避難上支障がないと認められるものであること
記

	営業施設名称
	

	営業施設所在地
	


　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（参考様式３）








